
施策評価表（27年度実績評価と２9年度方針）
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１　施策の概要（第４次長期総合計画（前期：２３年度～２７年度）に掲げる事項）

NO、施策名 05 地域力向上への支援 上位政策 にぎわいと活力あふれるまち

施策統括課
（課長名）

生活文化課（菅原　信） 関連課 生活文化課

関連する
個別計画等

―
予定計画
事業

―

施策に対する
基本的な考え方
（第４次長期
総合計画より）

・地域の構成員である市民一人ひとりが地域における課題を認識し、地域、市民活動団体、企業、行政、あるいは個
人といった、さまざまな主体と協働しながら解決していく、地域力の醸成に向けた支援を推進する。
・自治会など、既存のコミュニテイ組織の活性化と、新たなコミュニティ活動へ参加しようとする意識の醸成を図るた
め、各種事業の実施や関連情報の積極的な提供に努める。
・群馬県高崎市榛名地域との間でこれまで培ってきた、市民の交流活動を支援する。

基本事業名 第４次長期総合計画における方向性

（05-01）コミュニ
ティ活動への支
援

・市民のコミュニティ活動を活性化するため、活動の場の提供を進めるとともに、市内の既存施設を
だれもが等しく交流拠点として利用できるよう、施設運営などの検討を行い、施設のさらなる有効活
用を図る。
・自治会が身近な暮らしを支える地域コミュニティの核として機能するよう、活動の活発化を図るため
の支援に取り組む。

２　施策の成果指標と実績

成果指標 25年度実績 26年度実績 27年度実績

（05-02）地域間
交流の推進

・高崎市榛名地域との間でこれまで培ってきた信頼関係をもとに、住民福祉の向上及び地域の活性
化に資する交流の支援に努める。

地域のコミュニティ活動に参加している市民の割合
36.4

（26年度調査）
36.4

（26年度調査）
39.4

（27年度調査）

　　　　　

　　　　　

３　施策内事務事業数と施策のコスト

項目 25年度実績 26年度実績 27年度実績

本施策を構成する事務事業数 11 10 10

トータルコスト 226,537 244,280 218,217

事業費（内書き） 210,689 229,014 202,792

人件費（内書き） 15,848 15,266 15,425



施策評価表（27年度実績評価と２9年度方針）
４　基本事業について

現状と課題 29年度に向けた方向性

・地域コミュニティの中心を担う自治会の活動を、イン
ターネットをはじめとした各種媒体を通じて周知し、参加
への働きかけを積極的に進める。
・市民や市民活動団体が一体感を醸成できるイベントの
紹介、提供を通じて地域のつながりづくりの推進に資す
る取り組みを行う。
・多くの市民がコミュニティ施設を活動や交流の拠点とし
て利用いただくよう、市民のニーズを把握しその稼働率
を高める。また、施設の改修など、老朽化対策を実施
し、維持管理に努める。

  平成28年度より、榛名地域宿泊施設利用補助対象施
設の紹介をホームページ上で掲載し、利用の増加に結
びつける取り組みを開始したが、これに加え、イベント事
業のパンフレットの配置施設を増やす。
  また、さらなる交流の進展に向け、各部課との調整及
び高崎市榛名支所との連携を深めていく。

  高崎市榛名地域とは、姉妹都市交流から30年が経過
しており、平成28年３月に新たな地域間交流協定を高崎
市と締結した。これまで、文化、スポーツ、教育等で培っ
てきた交流の実績をもとに、両地域の魅力を伝える事業
を行っていくことで、今後さらに地域間の交流が活発化
することが望まれている。

・コミュニティ活動支援については、地域コミュニティの中心となる自治会及び市民活動団体の取り組みを広報紙や
ホームページでこれまで以上に積極的に発信していく。また、これらの団体や市が実施する、地域の方が一体感を醸
成できるイベントの紹介、地域コミュニティの必要性についても情報発信をしていく。
・多くの市民が活動や交流の拠点としているコミュニティ施設の老朽化が進んでいることから、東久留米市施設保全計
画に基づき、適切に保全業務を実施していく。
・地域間交流については、榛名支所との連携を主としつつも高崎市関連部署との関係構築にも努め、交流進展を図る
ようにしていく。

６　29年度の施策の位置づけ 重点施策以外

５　29年度に向けた施策方針

01

02

・単身世帯や核家族化、個人意識の高まりにより、自治
会などの地域コミュニティに参加する世帯が減少してお
り、住民の高齢化により活動を継続することが困難に
なってきている自治会も生じてきている。
　このような現状から、ひとり暮らし高齢者や障害者など
の要援護者の見守りや、震災など災害時の助け合い、
地域ぐるみの防犯対策の重要性が高まり、地域コミュニ
ティの大切さが再認識されていることから、地域のつなが
りづくりを進めることが必要となっている。
・コミュニティ施設はさまざまな年代の市民が自主的にコ
ミュニティ活動を展開するとともに、そこで開催する事業
を通じて市民同士の交流、地域の連携の場として重要
な役割を担っているが、施設によっては、建物や設備に
老朽化が進行している。安全かつ効果的に施設を使用
していくため、機能の維持・保全を図る必要がある。


